
 

令和６年度ダイオキシン類及び揮発性有機化合物測定業務仕様書 

 

Ⅰ 行政検査 

１ 目的 

（１） ダイオキシン類対策特別法（平成１１年法律第１０５号。以下「DXN 法」という。） 

第３４条第 1項の規定に基づき特定施設から排出される排出ガス及び排出水中のダイ

オキシン類濃度等を測定する。 

（２）大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号。以下「大防法」という。）第２６条第１項の

規定に基づき、ばい煙発生施設において発生し、排出口から大気中に排出されるばいじん

及び塩化水素等を測定する。 

（３）水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）第２２条第１項の規定に基づき、特

定事業場からの排出水中の水素イオン濃度、浮遊物質量及び流速を測定する。 

（４）大防法第２６条第１項の規定に基づき、揮発性有機化合物排出施設から大気中に排出さ

れる揮発性有機化合物濃度等を測定する。 

 

２ 調査対象施設及び事業場 

（１）ダイオキシン類 

   鳥取市、岩美町、八頭町、智頭町及び若桜町内(「鳥取県東部域」という。) の DXN 法第

２条第２項に規定する「特定施設」のうち大気基準適用施設３施設、及び同条第４項に

規定する「特定事業場」のうち水質基準適用事業場１事業場とする。 

   なお、調査対象施設及び事業場については、契約締結後に、鳥取市環境保全課（以下

「発注者」という。）より別途指示する。 

（２）揮発性有機化合物 

   鳥取市内の大防法第２条第５項に規定する揮発性有機化合物排出施設のうち、発注者が

選定する１事業場１施設とする。なお、対象施設の詳細情報については、別途発注者か

ら連絡する。 

 

３ 委託業務期間 

  契約締結日から令和７年３月３１日まで 

 

４ 採取測定項目 

（１）ダイオキシン類（大気基準適用施設） 

  ア 排出ガス中のダイオキシン類（ポリ塩化ジベンゾフラン、ポリ塩化ジベンゾ－パラ－

ジオキシン及びコプラナーポリ塩化ビフェニル）、ばいじん及び塩化水素濃度を測定す 

る。 

  イ 付帯測定として、温度、水分、流速、一酸化炭素濃度及び酸素濃度を測定する。 



 

    なお、排出ガスの温度、一酸化炭素濃度及び酸素濃度は、連続モニタリングするこ

と。また、特定施設付属の温度計等により、炉内温度をおおむね３０分ごとに記録す

ること。 

（２）ダイオキシン類（水質基準適用事業場） 

  ア 排出水中のダイオキシン類（ポリ塩化ジベンゾフラン、ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジ      

    オキシン及びコプラナーポリ塩化ビフェニル）を測定する。 

  イ 付帯測定として、水素イオン濃度（ｐＨ）、浮遊物質量（ＳＳ）及び流量を測定する。 

（３）揮発性有機化合物 

   揮発性有機化合物、メタン、クロロジフルオロメタン、2-クロロ-1,1,1,2-テトラフルオ

ロエタン、1,1-ジクロロ-1-フルオロエタン、1-クロロ-1,1-ジフルオロエタン、3,3-ジク

ロロ-1,1,1,2,2-ペンタフルオロプロパン、1,3-ジクロロ-1,1,2,2,3-ペンタフルオロプロ

パン、1,1,1,2,3,4,4,5,5,5-デカフルオロペンタン 

 

５ 測定方法 

（１）ダイオキシン類 

  ア ダイオキシン類対策特別措置法施行規則（平成１１年総理府令第６７号）第２条及び

第３条に規定する方法によること。（同府令第２条第１項第４号に規定する方法を除

く。） 

  イ ダイオキシン類対策特別措置法の施行について（平成１２年１月１２日付環企企 

第１１号･環保安第６号･環大企第１１号･環大規第５号･環水企第１４号･環水管第１号･

環水規第５号･環水土第７号･環境庁企画調整局長･大気保全局長･水質保全局長通知）の

第４の４の（１）のアに留意すること。 

（２）排出ガス中のばいじん 

   大気汚染防止法施行規則（昭和４６年厚生省･通商産業省令第１号）別表第２の備考に定       

   める方法によること。 

（３）排出ガス中の塩化水素 

   大気汚染防止法施行規則別表第３の備考に定める方法によること。 

（４）排水中の水素イオン濃度、浮遊物質量 

排水基準を定める省令の規定に基づく環境大臣が定める排水基準に係る検定法 

（昭和４９年９月３０日環境庁告示第６４号）によること。 

（５）揮発性有機化合物 

   揮発性有機化合物濃度の測定法（平成１７年環境省告示第６１号）に基づく分析方法で行

うこと。 

 

６ 精度管理 

（１）ダイオキシン類の環境測定に係る精度管理指針（平成２２年３月３１日改訂 環境省）

により精度管理を行うこと。 



 

（２）ダイオキシン類については、排出ガスで１回、排出水で１回、二重測定を実施し、精度

管理に関する次の情報を記録し、８の調査報告書へ記載すること。 

   ア 標準作業手順書、現地計測データ及び現場写真 

   イ 標準物質のトレーサービリティー、検出限界値及び定量下限値 

   ウ 操作ブランク試験及び回収試験の検証結果 

（３）揮発性有機化合物については、標準作業手順書、現場写真、機器の点検等記録、ガス検

査成績書等の情報を調査報告書へ記載すること。 

 

７ 結果報告 

  ダイオキシン類については検体採取終了後４０日以内、揮発性有機化合物については検体

採取後おおむね１４日以内に、測定した施設ごとの測定結果報告書を発注者に電子メールで報

告すること。ただし測定結果が、排出基準値を超過した場合は、速やかに発注者へ報告するこ

と。 

 

 

８ 成果品及び提出期限 

  以下の成果品を令和７年３月３１日までに発注者に提出すること。 

  調査報告書（Ａ４版）及びその電子ファイル（ＣＤ－Ｒ）:１部 

   



 

Ⅱ 一般環境調査 

１ 目的 

  DXN 法第２６条第１項の規定に基づき、鳥取県東部域の大気、水質、底質及び土壌のダイ

オキシン類による汚染状況を常時監視する。 

 

２ 調査内容 

（１）採取測定物質は、それぞれの検体中のダイオキシン類（ポリ塩化ジベンゾフラン、ポリ

塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン及びコプラナーポリ塩化ビフェニル）とする。 

（２）調査の詳細については、別紙のとおりとする。 

 

３ 委託業務期間 

  契約締結日から令和７年３月３１日まで 

 

４ 結果報告 

  それぞれの検体採取後４０日以内に測定結果を発注者に電子メールで報告すること。 

 

５ 成果品及び提出期限   

以下の成果品を令和７年３月３１日までに発注者に提出すること。 

調査報告書（A4 版）及び測定結果を入力した環境省報告システムの電子ファイル（ＣＤ－

Ｒ）：１部 

 

６ その他 

   海域での検体採取に当たっては、事前に境海上保安部又は鳥取海上保安署等へ計画の届

出を行うこと。また、それらの届出に対して、付近航行船舶の安全等に係る指示があった

場合には、その指示に従うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

Ⅲ 共通事項 

１ 調査等 

  発注者は、必要であると認めるときは、委託業務の処理状況について調査し、受注者に対

して報告を求めることができる。この場合において、受注者は、これに従わなければなら

ない。 

 

２ 権利義務の譲渡等の禁止 

受注者は、本業務に係る契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは継承さ

せ、又はその権利を担保の目的に供することができない。ただし、あらかじめ発注者の承認

を得た場合は、この限りでない。 

 

３ 仕様書遵守に要する経費 

  検体採取作業のために足場を設置する必要が生じた場合の足場設置費用等、この仕様書を

遵守するために要する経費は、全て受注者の負担とする。 

 

４ 完了報告及び検査 

 （１）受注者は、委託業務を完了したときは、Ⅰの８及びⅡの５の成果品とともに令和７ 

年３月３１日までに完了報告書を発注者に提出し、発注者の検査を受けるものとする。 

 （２）調査報告書には計量証明書及び測定操作の記録、検体採取状況の写真を測定した施設ご

とにとりまとめ、精度管理資料を添付すること。 

（３）報告書の標題は、「令和６年度ダイオキシン類及び揮発性有機化合物測定業務」と

し、ＣＤ－Ｒ表面にも標題及び受注者名を記入すること。 

 

５ その他 

（１）受注者は、契約締結後速やかに発注者と協議の上、調査工程表を作成し、発注者に提

出すること。ダイオキシン類の行政検査については二重測定実施予定表を示すこと。 

（２）原則として発注者が検体採取に立ち会い、受注者が採取及び測定並びに分析を行う。 

（３）測定操作、精度管理等に関する記録は整理保管し、発注者から指示があれば速やかに

提出すること。 

（４）この仕様書に定めのない事項又はこの仕様書について疑義の生じた事項については、

発注者と受注者が協議して定めるものとする。 

 

 



別紙 

第１ 大気環境 

 

１ 測定地点 

 資料の 1に示す１地点 

 

２ 測定時期及び期間 

 夏季（７月から９月まで）及び冬季（１２月から２月）とし、１週間連続して試料採取す    

る。 

 

３ 検体数 

  一般環境大気１（検体/回）×２回＝２検体 

 

４ 採取測定及び測定結果の取りまとめ方法 

  ダイオキシン類に係る大気環境調査マニュアル（令和４年３月 環境省水･大気環境局） 

で定める方法 

 

５ 付帯測定等 

（１）各測定地点において天候、気温、湿度、風向及び風速を同時測定し、解析する。 

   なお、気象台の測定データを用い解析を行ってもよい。 

（２）１週間サンプリング測定における補集ばいじん量及び吸引気体量から算定したばいじん     

   濃度を求め、併せて、補集したばいじんについて電子顕微鏡写真を撮り、補集粒子の同   

定を行う。なお、電子顕微鏡写真については、冬季に１検体とする。 

（３）それぞれの検体採取場所を図示するとともに、検体採取時の現場写真を撮影すること。 

 

６ 精度管理 

（１）精度管理のため、適切な回数の二重測定を行う。 

（２）調査及び運搬時の二次汚染の確認のために、鳥取県庁西町分庁舎における夏季測定時に

トラベルブランク試験（３検体）を実施する。 

（３）ダイオキシン類の環境測定に係る精度管理指針（平成２２年３月３１日改訂 環境省）  

   により精度管理を行う。 

（４）「ダイオキシン類に係る大気環境マニュアル」の「６．４ 精度管理に関する記録保管･

報告」に定める精度管理に関する情報を調査報告書へ添付すること。 

 

 

 

 



別紙 

第２ 水質環境 

 

１ 測定地点 

  資料の２に示す９地点（河川:３、湖沼:２、海域:１、地下水:３） 

  なお、地下水の具体的な測定地点については、契約締結後、別途担当者が選定し、受注者

に連絡する。 

 

２ 採取測定の時期 

  夏季（７月から９月まで）とし、平日（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭 

 和２３年法律第１７８号）第３条に規定する休日）を除く日をいう。以下同じ。）に検体を採 

 取し、直ちに測定する。ただし、天候（降雨、風等）又は、土木工事等の人為的影響によ  

り、底質の巻き上げ等の水質に影響があると判断される日は避けること。 

  

３ 検体数 

  水質９検体 

 

４ 採取測定及び測定結果の取りまとめ方法 

  ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁及び土壌の汚染に係る環境基準について

（平成１１年環境庁告示第６８号）で定める測定方法（ＪＩＳ Ｋ０３１２：２０２０） 

 

５ 付帯測定等 

（１）各測定地点において、気温、水温、水素イオン濃度（ｐＨ）及び浮遊物質量（ＳＳ）を

測定する。 

（２）それぞれの検体採取場所を図示し、緯度経度を記録するとともに、検体採取時の現場写 

   真を撮影すること。 

 

６ 精度管理 

（１）調査地点のうち、１地点（１検体）で二重測定を行うこと。 

（２）ダイオキシン類の環境測定に係る精度管理指針（平成２２年３月３１日改訂 環境省）

により精度管理を行う。 

（３）工業用水・工場排水中のダイオキシン類の測定方法（ＪＩＳ Ｋ０３１２：２０２０）で

定める「９．３ 測定操作の記録」及び「９．４ 精度管理に関する報告」に定める精

度管理に関する情報を調査報告書へ添付すること。 

 

 

  



別紙 

第３ 底質環境 

 

１ 測定地点 

  資料の３に示す６地点（河川:３、湖沼:２、海域:１） 

 

２ 採取測定の時期 

  夏季（７月から９月まで）とし、平日に検体を採取し、直ちに測定する。 

  なお、検体は第２ 水質環境の検体と同時に採取すること。 

 

３ 検体数 

  底質６検体 

 

４ 採取測定及び取りまとめ方法 

  ダイオキシン類に係る底質調査測定マニュアル（令和４年３月 環境省水･大気環境局水 

環境課）で定める測定方法 

 

５ 付帯測定等 

（１）各測定地点において、底質の水分、強熱減量、粒度組成、有機炭素量及び硫化物を測定

する。 

（２）それぞれの検体採取場所を図示し、緯度経度を記録するとともに、検体採取時の現場真

を撮影すること。 

（３）「ダイオキシン類に係る底質調査測定マニュアル」で定める「１３．４ 精度管理に関す

る記録保管･報告」に定める精度管理に関する情報を調査報告書へ添付すること。 

 

６ 精度管理 

（１）調査地点のうち１地点（１検体）で二重測定を行う。 

（２）ダイオキシン類の環境測定に係る精度管理指針により精度管理を行う。 

（３）「ダイオキシン類に係る底質調査測定マニュアル」で定める「１３.４精度管理に関する

記録保管・報告」に定める精度管理に関する情報を調査報告書へ添付すること。 

  



別紙 

第４ 土壌環境 

 

１ 測定地点 

  資料の４に示す一般環境土壌３地点及び発生源周辺土壌１地点 

  なお、具体的な測定地点は、契約締結後、別途担当者が選定し、受注者に連絡する。 

 

２ 採取測定の時期 

  夏季（７月から９月まで）とし、平日に検体を採取し、直ちに測定する。ただし、雨天 

等、天候不順と判断される日は避けること。 

 

３ 検体数 

  土壌４検体 

 

４ 採取測定及び取りまとめの方法 

  ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁及び土壌の汚染に係る環境基準について

（平成１１年環境庁告示第６８号）及びダイオキシン類に係る土壌調査測定マニュアル（令和

４年３月 環境省水･大気環境局土壌環境課）で定める測定方法 

 

５ 付帯測定等 

（１）各測定地域において、含水率、強熱減量及び土性を測定する。 

（２）それぞれの検体採取場所を図示し、緯度経度を記録するとともに、検体採取時の現場写  

   真を撮影すること。 

（３）発生源周辺調査に当たっては、特定施設からの拡散状況をシミュレーションし、最大着  

   地濃度発生地点を算出する。 

 

６ 精度管理 

（１）調査地点のうち１地点で二重測定を行うこと。 

（２）ダイオキシン類の環境測定に係る精度管理指針により精度管理を行う。 

（３）「ダイオキシン類に係る土壌調査測定マニュアル」の「６．４ 精度管理に関する記録保

管･報告」に定める精度管理に関する情報を調査報告書へ添付すること。 

（４）採取した検体の残りは、採取終了後、地点ごとに密封･遮光できる容器に入れ、委託業務 

に係る契約期間終了まで冷凍保存すること。 



資料 

採取地点検体 

 

１ 大気環境 

測定地点 住所 市町村 

鳥取県庁西町分庁舎 鳥取市西町一丁目４０１ 鳥取市 

 

２ 水質環境 

水域名 河川・湖沼・海域名 地点名 市町村 

河川 

千代川 市瀬 智頭町 

河内川 宝木 鳥取市 

旧袋川 丸山橋 鳥取市 

湖沼 湖山池 
布勢地先 鳥取市 

堀越地先 鳥取市 

海域 日本海 福部町湯山地先 １㎞ 鳥取市 

地下水 
鳥取県東部域から３地点 

具体的な地点は別途指示する。 

 

３ 底質環境 

  水質環境測定地点のうち、地下水を除く６地点 

 

４ 土壌環境 

  一般環境土壌 ３地点 

  発生源周辺土壌 １地点 



業 務 名　令和６年度　鳥取市ダイオキシン類及び揮発性有機化合物測定業務

業務場所　鳥取市、岩美町、八頭町、智頭町及び若桜町内

次長兼
環境保全課長

参事
課長補佐兼
指導係長

環境保全係長 環境保全係 精　査 設計者

業　務　委　託　設　計　書

鳥取市市民生活部環境局



No. 数量 単位 金額 適用

Ⅰ 1.00 式 第１号内訳書

Ⅱ 1.00 式 第２号内訳書

Ⅲ 1.00 式 第３号内訳書

Ⅳ 1.00 式 第４号内訳書

Ⅴ 揮発性有機化合物 1.00 式 第５号内訳書

Ⅵ 1.00 式

計

消費税
合計

一般環境調査（土壌環境）

令和６年度　鳥取市ダイオキシン類及び揮発性有機化合物測定業務委託内訳書

鳥取市市民生活部環境局

名称

行政検査

一般環境調査（大気調査）

一般環境調査（水質環境・底質環境）

諸経費



排出ガス（３施設、二重測定１箇所）、排出水（１事業場、二重測定１箇所）

No. 名称 使用 単位 数量 単価 金額 摘　　要

1 直接人件費 　

①協議打合せ・準備工 技師補 人・日 0.5 　

②現地測定 測量技師 人・日 4.0

技師補 人・日 4.0

③報告書作成 測量技師 人・日 0.5

2 直接経費

①機器損料 CO.O2計 台・日 3.0

②車両費 台・日 3.0

3 調査測量費

ダイオキシン類 排出ガス 検体 3.0

ダイオキシン類（二重） 排出ガス 検体 1.0

ダスト濃度 排出ガス 検体 3.0

塩化水素濃度 排出ガス 検体 3.0

ダイオキシン類 排出水 検体 1.0

ダイオキシン類（二重） 排出水 検体 1.0

pH 排出水 検体 1.0

ss 排出水 検体 1.0

小　　計

Ⅰ　行政検査　内訳書

鳥取市市民生活部環境局



１地点×年２回　二重測定１回　トラベルブランク３検体　捕集粒子の同定１検体

No. 名称 使用 単位 数量 単価 金額 摘　　要

1 直接人件費 　

①協議打合せ・準備工 技師補 人・日 0.5 　

②現地測定 測量技師 人・日 2.0

技師補 人・日 2.0

③報告書作成 測量技師 人・日 0.5

2 直接経費

①機器損料 H・Vエアーサンプラー 一週間 3.0

②車両費 台・日 3.0

3 測量調査費

ダイオキシン類 一般環境大気 検体 2.0

ダイオキシン類（二重） 一般環境大気 検体 1.0

ダイオキシン類(トラベルブランク） 一般環境大気 検体 3.0

ばいじん濃度 一般環境大気 検体 2.0

捕集粒子の同定 一般環境大気 検体 1.0

小　　計

Ⅱ　一般環境調査（大気環境）　内訳書

鳥取市市民生活部環境局



水質環境（河川：３、湖沼：2、海域：１、地下水：３、二重測定１地点）　　底質環境（河川：３、湖沼：2、海域：１、二重測定１地点）

No. 名称 使用 単位 数量 単価 金額 摘　　要

1 直接人件費 　

①協議打合せ・準備工 技師補 人・日 0.5 　

②現地測定 測量技師 人・日 1.5

技師補 人・日 1.5

③報告書作成 測量技師 人・日 0.7

2 直接経費

①車両費 台・日 1.5

3 調査測量費

ダイオキシン類 河川水 検体 3.0

ダイオキシン類 河川底質 検体 3.0

ダイオキシン類 湖沼水 検体 2.0

ダイオキシン類 湖沼底質 検体 2.0

ダイオキシン類 海域水 検体 1.0

ダイオキシン類 海域底質 検体 1.0

ダイオキシン類 地下水 検体 3.0

ダイオキシン類（二重） 水質 検体 1.0

ダイオキシン類（二重） 底質 検体 1.0

ｐH 水質環境 検体 9.0

SS 水質環境 検体 9.0

水分 底質環境 検体 6.0

強熱減量 底質環境 検体 6.0

粒度組成 底質環境 検体 6.0

有機炭素量 底質環境 検体 6.0

硫化物 底質環境 検体 6.0

4 その他

備船費 海域 船・日 1.0

湖沼 船・日 1.0

小　　計

Ⅲ　一般環境調査（水質環境・底質環境）　内訳書

鳥取市市民生活部環境局



土壌環境（一般土壌３地点、発生源周辺１地点、二重測定１地点）

No. 名称 使用 単位 数量 単価 金額 摘　　要

1 直接人件費 　

①協議打合せ・準備工 技師補 人・日 0.5 　

②現地測定 測量技師 人・日 1.0

技師補 人・日 1.0

③報告書作成 測量技師 人・日 0.5

2 直接経費

①車両費 台・日 1.0

3 調査測量費

ダイオキシン類 土壌環境 検体 4.0

ダイオキシン類（二重） 土壌環境 検体 1.0

含水率 土壌環境 検体 4.0

強熱減量 土壌環境 検体 4.0

小　　計

Ⅳ　一般環境調査（土壌環境）　内訳書

鳥取市市民生活部環境局



No. 名称 使用 単位 数量 単価 金額 摘　　要

1 直接人件費 　

①協議打合せ・準備工 技師補 人・日 0.5 　

②現地測定 測量技師 人・日 1.0

技師補 人・日 1.0

③報告書作成 測量技師 人・日 0.5

2 直接経費

①車両費 台・日 1.0

3 調査測量費

揮発性有機化合物 排ガス 検体 1.0

小　　計

Ⅴ　揮発性有機化合物　内訳書

鳥取市市民生活部環境局


